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① 総合計画上の位置付けと事務事業の背景・目的と目標 

後

期

基

本

計

画 

施策の大綱 Ⅱ保健・医療・福祉の充実 
事務事業の背景・目的 事務事業の目標 

急速な少子高齢化や人口減少の影響で、地域社会

の活力が低下しており、高齢者や障がい者、子育

て世代など、さまざまな生活課題を抱える人々が

増加しています。全ての人が地域社会から孤立す

ることのない地域共生社会の実現が求められ、互

いに支え合い、共に生活できる社会を目指し、地

域の特性やニーズに応じた支援体制の構築が重要

です。 

しかし、民生委員・児童委員など地域福祉活動の

担い手のなり手不足や高齢化、支援内容の複雑化

などにより継続していくことが困難になっていま

す。 

 

地域共生社会を推進するには、地域社会の生活課

題を行政機関と素早く情報共有し対処するため、

そのパイプ役である民生委員・児童委員の活動支

援や人材確保を推進します。また、社会福祉協議

会の活動拠点支援と連携強化を図ります。 

施策の目標 
２市民が相互に支え合う福

祉を進める 

施策 １地域福祉 

施策内容 地域共生社会の推進 

その他、根拠法令 

及び分野別計画等 
  

事務事業名 地域共生社会の推進 

 

② アクティビティ（活動・事業）とアウトプット（結果） ③ インプット（投入） 

アクティビティ（活動・事業） アウトプット（結果） 

Ｒ７予算額 Ｒ７決算額 活動名・事業名 

（対象年） 
Ｒ７活動・事業内容 指標（単位） 

Ｒ７目標値 Ｒ８目標値 

Ｒ７実績値 Ｒ９目標値 

ふれあい館の施設貸出 

（Ｒ７・８・９） 
 社会福祉協議会水海道地区の事務所として施設を

貸し出し、多くの市民の相談業務を行っています。 
社会福祉協議会相談

数（件） 

6,000 6,000 2,599 
千円 

1,871  
千円 3,910 6,000 

石下総合福祉センター

施設貸出 

（Ｒ７・８・９） 

 社会福祉協議会石下地区の事務所として施設を貸し出して

いる他、地域の福祉団体等へ施設（大会議室、研修室 1・

2、調理室）の貸出・減免を行い、福祉団体の活動推進に努

めています。 

福祉団体施設利用数

（件） 

150 150 16,164 
千円 

26,682  
千円 138 150 

民生委員・児童委員 

（Ｒ７・８・９） 

 地域社会の生活課題を解決するため、行政機関とのつなぎ役を担っています。具体

的には、独居高齢者・障がい者・子育て世帯への訪問や、行政機関による説明会、視

察研修、民生委員定例会など、さまざまな活動に積極的に取り組んでいます。 

 

年間活動日数（日） 
7,000 7,500 6,122 

千円 
6,065 

千円 9,338 7,500 
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④ アウトカム（成果） ⑤ 点検・改善 

指標名 目標値 Ｒ７実績値 

 

業務の振り返り 改善の余地 

全地区民生委員配置 106件  106 
社会福祉協議会の相談件数は、目標値の半

分ではあるものの、「地域共生社会の推進」の

一助になっていると考えます。石下総合福祉

センターの福祉団体利用数は概ね目標値であ

るものの、施設全体の貸出数(478件)の 28.8％

であり、利用者は多様化し、市の業務での利用

が特に多く、市の会議室不足と考えられます。

民生委員・児童委員の年間活動数は、目標値よ

りも 3 割伸びており、積極的な活動をされて

いると考えられます。 

☐コスト ☒活動 ☐成果 ☐その他 

今後の方向性 

      

ふれあい館の耐震強度問題により、社会福祉協議

会水海道地区事務所は、令和 8 年 3 月に水海道保

健センター3 階へ移転し、ふれあい館は閉館しまし

た。石下総合福祉センターは、保健部門、教育部門、

産業経済部門の利用があり、複合センター的な位

置づけの検討が必要と思います。民生委員・児童委

員は令和 7 年度の改選時「なりて」不足が顕著な課

題となりました。今後、地域共生社会の推進は、社

会福祉協議会事業の見直しや、福祉人材の育成に

長期的に取組む必要があります。特に、中高生など

若い世代への周知を積極的に行い、将来の若い世

代の「なりて」の育成や、福祉に関する理解を促進

することが重要と考えられます。 

      

      

      

 

ふれあい館の施設貸出については，令和７年度末をもって廃止 


